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公務労協・公務員連絡会・自治労
臨時・非常勤職員の処遇改善、雇用安定に向けた法改正を求める200万人署名を全国展開！

パート労働法の趣旨が地方公務員の臨時・非常勤職員に適用されるよう法整備等を求めて
自治労が2008年に実施した「臨時・非常勤等職員の実態調査」報告によると、臨時・非常勤の総数は全国で60万人に上ると推定されています。

　その業務内容は、臨時的業務や補助的業務ではなく、その多くが常勤職員と同様の業務を担っており、地方行政の重要な担い手となっています。

　2010年10月、片山総務大臣は自治労との定例会見の中で、非正規職員の問題は深刻だと述べた上で、「非正規化が進んだ背景には総務省の指導もあったと思う｣と国の責任にも言及しました。

　また、官製ワーキングプアをめぐって、国会で質疑が行われ、11月17日には、自治労出身の相原、江崎両参議院議員の努力により、民主党「官製ワーキングプア」問題解決促進議員連盟が設立されました。

　自治体の臨時・非常勤等職員は、地方行政の重要な担い手である一方で、雇用と処遇は不安定かつ低水準におかれています。

　その大きな要因に、臨時・非常勤等職員を保護する法制度の未整備があります。地方公務員とされながらも、法制度においてその地位、処遇等が明確に位置づけられず、賃金・労働条件、雇用を保護する方策が放置されてきました。

手当支給ができるよう地方自治法の改正を
　現行の地方自治法においては、常勤職員には給料と手当の支給（204条）、非常勤職員には報酬を支給（203条の2）とされ、非常勤職員、フルタイムでない臨時職員には、退職手当などの諸手当が支給できないという解釈があります。
　これにより自治体当局は、非常勤職員に手当を支給することに消極的であり、非常勤職員に諸手当が支給されないことが常勤職員との賃金格差の要因の一つになっています。

　しかし、裁判例では、職務内容や勤務形態などの勤務実態が常勤の職員と同様であれば、任用根拠（特別職・一般職・臨時的任用）にかかわりなく、手当の支給を認めるものが増えています。

　また、国の非常勤職員や自治体の現業・公営企業の非常勤職員には、手当支給は適法とされています。

　このため、常勤・非常勤・任用根拠（特別職・一般職・臨時的任用）、職種の相違にかかわりなく、審議会や調査会の委員、選挙立会人などの特定の非常勤職員を除くすべての職員について、手当が各自治体の判断で支給できるよう、地方自治法の改正を求めす。

パート労働法の趣旨の公務への適用を
　均等・均衡の処遇を趣旨とするパート労働法は、地方公務員を適用除外としています。その理由は、地方公務員の処遇は地方公務員法や自治体条例で定められていることによる、とされています。

　しかし、地方公務員法には、臨時・非常勤等職員に関して、均等・均衡処遇を担保する仕組みは存在せず、自治体の条例に判断を委ねているために、自治体は安上がり行政に走り、臨時・非常勤等職員の処遇改善はなかなか進まないのが現状です。

　このため、パート労働法の趣旨、内容を地方公務員にも適用するよう法整備を図るか、またはパート労働法を地方公務員に直接適用することで、民間と同様に均等・均衡待遇のための積極的是正措置を促します。

　みなさんの署名へのご協力をお願いします。

2011春闘の諸行動に
参加を！

連合神奈川春闘総決起集会
○日　時：2月23日（水）18時30分～
○会　場：関内ホール

二者共闘春闘総決起集会

○日　時：3月10日（木）18時～

○会　場：大通公園石の広場

※集会終了後、デモ行進を行います









